
埼玉県
さ い た ま け ん

　鳩山
は と や ま

町
ま ち

平成２７年　月
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都市再生整備計画

鳩山
は と や ま

ニュータウン地区

（都市再構築戦略事業（人口密度維持タイプ））



様式１　目標及び計画期間

市町村名 地区名 面積 137 ha

平成 27 年度　～ 平成 30 年度 平成 27 年度　～ 平成 年度

目標

目標設定の根拠
都市全体のリノベーション方針（都市構造再編を図るため、都市機能の拡散を防止する等の公的不動産のマネジメントも取り組みを含む）

まちづくりの経緯及び現況

課題

将来ビジョン（中長期）
○第５次鳩山町総合振興計画（平成22年7月改定）
・地域の特性に応じた総合的、計画的な生活空間の形成を図り、住み、働き、学び、憩う場としての機能が調和する、まちづくりを進める。
○鳩山町都市計画マスタープラン（平成23年3月改定）
・本エリアは、将来想定される市街化区域であることから、居住機能に特化した都市的な土地利用を推進する。
・市街化区域内の面的整備区域以外の区域については、面積整備も視野に入れながら良好な居住環境の創出に努める。
○都市計画の整備・開発及び保全の方針（平成26年3月改定）
・高齢者をはじめ誰もが安心・安全に歩いて暮らせるまちづくりを推進するため、公共施設、医療・福祉施設、店舗等の生活利便施設及び公共交通機関の利便性を勘案して配置する。
・良好な住居の環境を保護する区域については、住居専用地域を指定するなど、各々の地域特性に応じた用途を配置する。

大目標：高齢者から子育て世代までが安心して暮らせる、多世代交流型のまちづくり
　小目標①：超高齢化に対応した歩いて暮らせるまちづくり
　小目標②：災害に強く誰もが安心して生活できるまちづくり
　小目標③：多世代の交流による地域コミュニティの活性化

・本町は、純農村地帯であった「旧鳩山村」に、昭和49年大規模住宅団地である鳩山ニュータウンの入居開始による人口増が契機となり町制施行され、現在の「鳩山町」となった。
・鉄道駅は無く公共交通の不足などが原因と推定されるが、平成7年をピークに町の人口は減少傾向をたどっている。
・高齢化も著しく、団塊世代が75歳以上となる平成37年には、埼玉県で最も高い47.5％の高齢化率になると推計されている。特に入居開始時に多くの転入者が居住を開始した鳩山ニュータウンでは高齢化が急速に進んでおり、福祉施設の不足が大き
な問題となっている。また、ニュータウン内では転出者が多く、空き家が目立ち、近年では商業施設が撤退し求心力を失いつつあり、将来におけるコミュニティ維持についても懸念がされているところである。
・そのため、町では医療費や介護費の増大を緩和し、町民が元気でいきがいのある生活を続けられる健康寿命を高める取り組みとして、健診の充実や健康づくり教室を通じ、自主的に健康づくりを行える環境整備を行っている。また、生産年齢人口の
減少に対しては、母子保健事業の充実や女性の就労機会を拡大する保育施設の環境整備などの子育て支援策の実施により、若年層の定住を推進している。
・このような状況を踏まえ、町の公共交通の要所であるとともに整備水準の高いニュータウン内に介護施設を誘致するとともに高齢者の健康増進施設を整備し拠点化する。さらに、町が廃校となった小学校校舎を利用して整備した多世代活動交流セ
ンター内にある子育て支援施設や多目的室におけるサークル活動を活用することで、高齢者から子育て世代までの世代間交流や、若年層の定住化を促し、ニュータウン地区の失われた求心力を復活させる。
・町全体の方針として、インフラ維持管理費の縮減やバス路線の維持のために、歩いて暮らせるコンパクトな市街地の形成を推進する。都市機能は拠点となる市街地へ集積させ、機能が不足する集落については、拠点へのネットワークを強化すること
で生活を補完する。
・公的不動産の活用策として、旧小学校跡地に民間活力による介護施設の整備や、郊外から社会福祉施設を移転することで、同敷地内にある多世代活動交流センターと連携した福祉・健康複合施設として、高齢者から子育て世代まで多様な交流の
拠点となり、都市機能の集約が図られる。
・更に立地適正化計画に基づき、鳩山ニュータウン地内の都市機能を再構築し適正な配置を行うことで、地域の活性化及び行政コストの削減が図られる。また、町内を公共交通機関によるネットワークで連絡し、歩いて暮らせるコンパクトな市街地の
形成を進める。

・本町は、埼玉県のほぼ中央に位置し、平成27年3月1日現在の人口は、14,453人、県庁所在地であるさいたま市から約30km、東京から約50kmの地点にあり、、東西8.1km、南北5.5km、総面積は25.71km2である。鉄道駅はなく、東武東上線の坂戸駅
及び高坂駅へのバス路線が公共交通となっている。関越自動車道は鶴ヶ島IC、東松山IC、そして坂戸西スマートICから比較的容易に利用できる。
・本地域は、昭和49年から入居が開始された大規模住宅団地「鳩山ニュータウン」の開発により整備された。道路、公園、水道、下水道等の全てのインフラが一定水準以上に整備された良好な居住環境として分譲された。平成27年1月現在の高齢化
率は町内全域35.9%(鳩山NT43.1%)となっている。
・本地域には、2校の小学校があったが、児童数減少に伴い1校に統合した。閉校となった小学校校舎は、基幹施設（子育て支援施設、健康づくり施設、ふるさと歴史文化施設）及び町民活動施設（チャレンジ・スペース、ガラス工芸体験工房、その他町
民活動施設）として再活用している。
・高齢化等の対策として、交流施設である「のびのびプラザ」及び支援施設である「ふくしプラザ」を整備するとともに、歩道のバリアフリー工事などにも取り組んできた。また、本地域からは、東武東上線の高坂駅に１日２００便以上の路線バスが運行さ
れているが、鳩山町地域公共共通会議を組織し、町内循環バス及びデマンドタクシーを運行している。

○住民の高齢化による福祉施設の能力不足
・鳩山ニュータウン地域は、質の高い閑静な市街地であるが、若い世代の入居を前提とした街づくりであり、超高齢社会へ対応した都市施設（福祉・健康・医療機能）が不足している。
○若年層の流出による、地域社会の維持困難
・若者の転出に伴い高齢者だけの世帯が増加しており、地域コミュニティの担い手が不足している。

都道府県名 埼玉県 鳩山町 鳩山ニュータウン地区（都市再構築戦略事業）

計画期間 交付期間 30



都市再構築戦略事業の計画
都市機能配置の考え方

目標を達成する上で必要な「中心拠点誘導施設」「生活拠点誘導施設」「高齢者交流拠点誘導施設」の考え方（民間事業者による事業継続の見込みや民間事業に対する行政の支援等を含む）

都市再構築戦略事業に必要となるその他の交付対象事業等

目標を定量化する指標

単　位 基準年度 目標年度

年 H25 H30

団体/年 H25 H30

人/年 H25 H30健康教室年間利用者数
地域包括支援センターが開催する健康教室の年間利用
者数

介護予防の観点から体操教室等の状況を、利用者数の推移によ
り検証する。

500人 700人

健康寿命 65歳以上の男女別健康寿命
福祉・健康複合施設の整備効果を、健康寿命の推移により幅広く
検証する。

男性：17.76歳
女性：20.63歳

男性：18.3歳
女性：21.1歳

多世代活動交流センター施設利用登録団体数
多世代活動交流センターにおける多目的室を利用する
サークル活動登録団体数

町民の交流や社会参加の状況を、多世代活動交流センターの利
用登録団体数の推移により検証する。

5団体 7団体

・本町の市街化区域193.6haは東部地域の鳩山ニュータウン地区と南部地域であるが、その大部分が鳩山ニュータウン地区である。そのため、鳩山ニュータウン地区に都市機能を集積させ拠点化する。
・高齢化が著しい東部地域の鳩山ニュータウン地区には、民間事業者による特別養護老人ホームを誘致し福祉機能を充実させる。それに併せ高齢者の健康維持のための福祉・健康複合施設を整備し拠点化することで、失われたニュータウンの求心
力を復活させる。また、福祉・健康複合施設の整備に併せて周辺道路の歩行環境を再整備することで高齢化に対応した歩いて暮らせるまちづくりを実施する。当該区域において福祉・健康・医療機能が充実し、高齢者が歩いて暮らせる都市環境を創
出することで、生活に交流が生まれ健康増進が図られ、将来に渡り安心と魅力を備えた市街地が維持される。
・一方、福祉・健康・医療機能の不足する北部地域及び南部地域の農村集落地域については、拠点（鳩山ニュータウン）にアクセスしやすい環境を整えるとともに、人的・物的な交流をソーシャルキャピタル（社会・地域における人々の信頼関係や結び
つき）の考え方に基づき地域コミュニティを深めていく。
・南部地域は区画整理事業実施区域を中心として良好な住環境と生活サービス機能（大型商業施設としてスーパーの誘致）を進め、居住を中心とする拠点を形成する。さらに隣接市の鉄道駅や町のそのほかの地域とのネットワークを強化し、「町の
南玄関としての地域拠点の形成」を位置付ける。

・福祉・健康複合施設の整備　⇒
　急速に高齢化が進む鳩山ニュータウン地区に、閉校した小学校跡地を活用して「福祉・健康複合施設」を整備する。施設の整備計画案は、地区の全世帯を対象に実施したアンケート調査等に基づき、町民と町役場職員の協働チームが平成25年に
作成した。
　複合施設は、民間事業者による特別養護老人ホーム（町は土地を提供）、当該老人ホームと提携し、福祉・健康・医療に関わる様々な取り組みを進める付帯施設、そして旧小学校校舎の再活用施設である多世代活動交流センター、交流広場などの
関連施設で交際性、幅広い分野の人が関わり支える施設とし、ソーシャルキャピタルの中核を担う施設とする。
　これにより、高齢者を含め様々な世代との交流を通じ、健康増進・元気に暮らせるまちづくりが可能となる。さらに、当該施設は地域の避難場所にも指定されており、災害発生時における避難拠点として住民の生命を守ることができる。

指　　標 定　　義 目標と指標及び目標値の関連性 従前値 目標値



様式２　整備方針等

計画区域の整備方針

事業実施における特記事項

方針に合致する主要な事業
・高齢者の利便性を考慮した福祉機能の整備 【基幹事業】

中心拠点誘導施設：福祉・健康複合施設（療養通所介護、地域包括支援センター、地域の交流ス
ペース）
道路：町道2859号線
高質空間形成施設：町道2766号線（点字ブロック）
高質空間形成施設：町道66号線（点字ブロック）

・既存施設を活用した防災機能の整備 【基幹事業】
地域生活基盤施設：避難所案内板

・住民の新たな交流を生み出す周辺環境整備 【基幹事業】
既存建造物活用事業：多世代活動交流センター施設整備

【まちづくりの住民参加】
・福祉・健康複合施設の整備計画案は、ニュータウン地域の全世帯にアンケート調査を行い、その結果を基にして町民と役場職員による協働チームで作成した。
・ニュータウン「ふくしプラザ」の運営や、地域の見守り活動等に多くのボランティアが参加している。

【官民連携事業】
・町内及び近隣の東京電機大学、山村学園短期大学と、健康づくり・子育て支援・文化芸術などの連携事業を進めている。



様式３　目標を達成するために必要な交付対象事業等に関する事項

（金額の単位は百万円）
基幹事業

（参考）全体 交付期間内 交付対象
開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 うち民負担分 事業費

道路（都市再構築戦略事業） 鳩山町 直 725m 29 30 29 30 50 50 50 50

公園

古都及び緑地保全事業

河川

下水道

駐車場有効利用システム

地域生活基盤施設（都市再構築戦略事業） 鳩山町 直 1棟 30 30 30 30 2 2 2 2

高質空間形成施設（都市再構築戦略事業） 鳩山町 直 570m 30 30 30 30 3 3 3 3

高質空間形成施設（都市再構築戦略事業） 鳩山町 直 140m 30 30 30 30 1 1 1 1

高次都市施設

中心拠点誘導施設 鳩山町 直 2,057㎡ 27 29 27 29 980 980 980 980

生活拠点誘導施設

既存建造物活用事業（都市再構築戦略事業） 鳩山町 直 1棟 28 30 28 30 115 115 115 115

土地区画整理事業

市街地再開発事業

住宅街区整備事業

地区再開発事業

バリアフリー環境整備事業

優良建築物等整備事業

拠点開発型

沿道等整備型

密集住宅市街地整備型

耐震改修促進型

街なみ環境整備事業

住宅地区改良事業等

都心共同住宅供給事業

公営住宅等整備

都市再生住宅等整備

防災街区整備事業

合計 1,151 1,151 1,151 0 1,151 …A

提案事業（継続地区の場合のみ記載）

（参考）全体 交付期間内 交付対象
開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 うち民負担分 事業費

合計 0 0 0 0 0 …B

合計(A+B) 1,151
（参考）関連事業

直轄 補助 地方単独 民間 開始年度 終了年度
鳩山町 国土交通省 ○ 30 30 2

鳩山町 国土交通省 ○ 27 27 8

特別養護老人ホーム 民間 厚生労働省 ○ 27 28

合計 10

（いずれかに○） 事業期間
全体事業費規模

効果促進事業 都市再生整備計画に対する事業評価

社会福祉施設

事業 事業箇所名

まちづくり活
動推進事業

事業活用調
査

事業主体 所管省庁名

効果促進事業 都市機能施設評価分析に関する調査

（参考）事業期間 交付期間内事業期間

細項目

地域創造
支援事業

規模事業 事業箇所名 事業主体 直／間

住宅市街地
総合整備
事業

避難所案内版

町道第2766号線（点字ブロック）

福祉・健康複合施設

多世代活動交流センター

町道第66号線（点字ブロック）

0.5

町道第2859号線

交付期間内事業期間
細項目

事業 事業箇所名 事業主体 直／間 規模
（参考）事業期間

交付対象事業費 1,151 交付限度額 575.5 国費率



都市再生整備計画の区域

　鳩山ニュータウン地区（埼玉県鳩山町） 面積 137 ha 区域
鳩山町松ヶ丘１丁目、松ヶ丘２丁目、松ヶ丘３丁目、松ヶ丘４丁目、楓ヶ丘１丁目、楓ヶ丘２丁目、楓ヶ丘３丁
目、楓ヶ丘４丁目、鳩ヶ丘１丁目、鳩ヶ丘２丁目、鳩ヶ丘３丁目、鳩ヶ丘４丁目、鳩ヶ丘５丁目

町役場 

保健センター・総合福祉センター 

亀井小学校 

今宿小学校 

鳩山小学校 

鳩山中学校 

鳩山町立幼稚園 

町役場東出張所・ふれあいセンター 

中央公民館・文化会館 

中央公民館石坂分館 

中央公民館亀井分館 

今宿コミュニティセンター 

鳩山郵便局 

鳩山鳩ヶ丘郵便局 



健康寿命 （　歳　） 男17.76　女20.63 （　25年度） → 男18.3　女21.1 （　30年度）

多世代交流活動センター施設利用登録団体数 （ 団体 ） 5 （　25年度） → 7 （　30年度）

健康教室年間利用者数 （　人　） 500 （　25年度） → 700 （　30年度）

鳩山ニュータウン地区（埼玉県鳩山町）　整備概要図

目標
高齢者から子育て世代までが安心して暮らせる、多世代交流型のま
ちづくり

代表的
な指標

基幹事業

関連事業

凡例
■基幹事業 道路（都市再構築戦略事業） 

 町道第2859号線 

■基幹事業 高質空間形成施設(都市再構築戦略事業） 

 町道第2766号線 

■基幹事業 中心拠点誘導施設（都市再構築戦略事業） 

 福祉・健康複合施設 

■基幹事業 既存建造物活用事業（都市再構築戦略事業） 

 多世代活動交流センター 

■基幹事業 高質空間形成施設(都市再構築戦略事業） 

 町道第66号線 

○関連事業（効果促進事業） 
   鳩山ニュータウン地区 
   都市再生整備計画事業評価 

○関連事業（効果促進事業） 
   鳩山ニュータウン地区 
   都市機能施設評価分析に関する調査 

■基幹事業 地域生活基盤施設（都市再構築戦略事業） 

 避難所案内板設置 


